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敦賀市社会福祉協議会指定福祉用具貸与事業所「ぬくもりの里」運営規程 

 

 

（事業の目的） 

第１条 社会福祉法人敦賀市社会福祉協議会（以下「市社協」という。）が開設する指定福祉用具貸与事業

所「ぬくもりの里」（以下「事業所」という。）は、要介護者（以下「利用者」という。）の心身の特性

を踏まえて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、適切な福祉用具を貸与

することにより、利用者の日常生活上の便宜を図り、その機能訓練に資するとともに、利用者の家族の

負担の軽減を図ることを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第２条 前条の目的を達成するため、事業の実施にあたっては、関係市町村、地域の保健・医療・福祉サ

ービスとの綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。 

 

（事業所の名称等） 

第３条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

（１）名称 敦賀市社会福祉協議会指定福祉用具貸与事業所「ぬくもりの里」 

（２）所在地 敦賀市御名７０号１１番地２ 敦賀市社会福祉協議会地域リハビリセンター「ぬくもりの

里」内 

 

（従事者の職種、員数及び職務内容） 

第４条 事業所に勤務する従事者の職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。 

（１）管理者 １人 

（２）専門相談員 １人以上（利用者数に応じ必要な専門相談員数以上） 

（３）事務職員 １人以上 

２ 事業所の従事者の員数は指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年

３月３１日厚生省令第３７号）第１９４条に規定する員数を下回らないものとする。 

３ 管理者は、事業所の従事者の管理及び業務の管理を一元的に行うとともに、指定福祉用具貸与の提供

を行うものとする。 

４ 専門相談員は、指定福祉用具貸与の提供を行うものとする。 

 

（営業日及び営業時間） 

第５条 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

（１）営業日 月曜日から金曜日までとする。ただし、国民の祝日及び１２月２９日から翌年１月３日ま

での年末年始は除く。 

（２）営業時間 午前８時３０分から午後５時３０分までとする。 
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（指定福祉用具貸与の提供方法及び取扱種目） 

第６条 指定福祉用具貸与の提供方法は、次のとおりとする。 

（１）計画の作成 専門相談員は、利用者の希望、心身の状況及びその置かれている環境を踏まえ、指定

福祉用具貸与の目標、当該目標を達成するための具体的なサービス内容等を記載した福祉用具貸与計

画(以下「計画」という。)を作成するものとする。 

（２）選定の援助 前号の計画に基づき、福祉用具が適切に選定され、かつ、使用されるよう、専門的知

識に基づき相談に応じるとともに、目録等の文書を示してその機能、使用方法、利用料等に関する情

報を提供し、貸与に係る同意を得るものとする。 

（３）納品 貸与する福祉用具の納品に際しては、機能、安全性、衛生状態等に関して点検を行うものと

する。 

（４）使用方法の指導 利用者の身体の状況等に応じて福祉用具の調整を行うとともに、使用方法、使用

上の留意事項、故障時の対応等を記載した文書を利用者に交付し、十分な説明を行ったうえで、必要

に応じて使用方法の指導を行うものとする。 

（５）使用状況の確認 利用者又はその家族からの要請等に応じて、貸与した福祉用具の使用状況を確認

し、必要な場合は、使用方法の指導、修理等を行うものとする。 

２ 取扱種目は次のとおりとする。 

（１）車いす 

（２）車いす付属品 

（３）特殊寝台 

（４）特殊寝台付属品 

（５）床ずれ防止用具 

（６）体位変換器 

（７）手すり 

（８）スロープ 

（９）歩行器 

（10）歩行補助つえ 

（11）認知症老人徘徊感知機器 

（12）移動用リフト（つり具の部分を除く） 

 

（福祉用具の消毒及び保管）  

第７条 使用した福祉用具の消毒及び保管については、下記の事業者に委託するものとする。 

事 業 者 名 住  所 

株式会社ヤマシタコーポレーション福井営業所 福井市和田東1丁目６０８番地 

株式会社端野メディカル 福井市町屋３丁目１２－１２ 

 

（利用料） 

第８条 指定福祉用具貸与を提供した場合の利用料の額は、別紙カタログに定める額とし、当該福祉用具

貸与が法定代理受領サービスであるときは、介護保険負担割合証に示された割合の額とする。 

 

（通常の事業の実施地域） 

第９条 通常の事業の実施地域は、敦賀市の区域とする。 
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（利用者等への事前の説明等） 

第１０条 事業所は、指定福祉用具貸与の提供に際して利用期間、サービス内容、利用料等の当該指定福

祉用具貸与のサービス利用に関する事項を契約書及び重要事項説明書等に明記し、利用者又はその家族

に説明を行い、同意を得るものとする。 

 

（サービス利用に当たっての留意事項） 

第１１条 指定福祉用具貸与の利用者は、福祉用具貸与サービスを受けることにより、自らも要介護状態

の軽減又は悪化の防止に努めるものとする。 

 

（虐待防止のための措置） 

第１２条 事業所は、虐待の発生を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じるものとする。 

（１）虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果につい

て従事者に周知徹底を図る。 

（２）虐待の防止のための指針を整備する。 

（３）従事者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。 

（４）前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く。 

 

（業務継続計画の策定等） 

第１３条 事業所は、感染症や災害等の発生時において、利用者に対する指定福祉用具貸与の提供を継続

的に実施するため、また、非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画(以下「業務継続計画」と

いう。)を策定し、当該業務継続計画に従い、必要な措置を講じるものとする。 

２ 事業所は従事者に対し、業務継継続計画について説明、周知するとともに、必要な研修及び訓練を定

期的に実施するものとする。 

３ 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとす

る。 

 

（感染症予防及びまん延防止のための措置） 

第１４条 事業所は、事業所における感染症の予防及びまん延防止のため、次の各号に掲げる措置を講じ

るものとする。 

（１）事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会をおおむね６

月に１回以上開催するとともに、その結果について従事者に周知徹底を図る。 

（２）事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備する。 

（３）事業所において、従事者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定

期的に実施する。 

 

（従事者の研修） 

第１５条 事業所は、事業所の従事者の資質向上を図るための研修の機会を次のとおり設けるものとする。 

（１）採用時研修 採用後３ヵ月以内 

（２）継続研修 年２回 
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（秘密の保持） 

第１６条 事業所の従事者は、業務上知り得た個人の秘密を在職中はもちろんのこと、退職後も漏らして

はならない。 

 

（その他運営についての重要事項） 

第１７条 この規程に定めるもののほか、事業所の運営に関する重要事項は市社協会長が定めるものとす

る。 

 

 

   附 則 

１． この規程は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

１．この規程は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

１．この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

１．この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

１．この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

 

 附 則 

１．この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

 附 則 

１．この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１．この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１．この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１．この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１．この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 
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附 則 

１． この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１．この規程は、平成３０年８月１日から施行する。 

 

附 則 

１．この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 


